




議案第２号令和７年度長久手市一般会計予算

学習支援事業委託（６，７１５千円） P１３９

【事業目的】

子どもの貧困対策の推進に関する法律（平成 25 年法律第 64 号）及び生活困窮

者自立支援法（平成 25 年法律第 105 号）に基づき、生活に困窮している家庭の子

どもが自らの能力を伸ばし、社会で自立して生きていく力を身につけるために必

要な支援を行うことを目的とし、学習支援を実施する。

１ 事業内容

生活保護世帯、生活困窮者相談支援事業による支援が必要な世帯、児童扶養

手当受給世帯や就学援助受給世帯に属する市内に居住する中学生を対象とし、

学習支援を実施。

２ 実施場所

学習塾１箇所で実施（予定）

３ 実施時期等

令和７年５月～令和８年２月（予定）

・週１回、２時間程度、全４０週

・夏期・冬期集中講座（中学３年生のみ、全６回、１回あたり４時間程度）

４ 今までの成果

５ 「貧困の連鎖」防止につながっているかの調査実施の有無

利用者の進学の有無を確認を実施。

年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

利用者数

（人）
３３ ３３ ４０ ３８ ３３

予算決算委員会教育福祉分科会

福祉課 資料

令和７年２月２７日、２８日



生活保護扶助費の積算根拠

１ 令和７年度予算における生活保護扶助費の積算

⑴ 生活扶助費及び住宅扶助費

令和６年度上半期の実績に２を乗じ、令和６年度当初見込からの伸び率

を乗じ算出。

⑵ 教育扶助費、出産扶助費、生業扶助費及び葬祭扶助費等

過去３年の実績を参考に想定件数を決定し算出。

⑶ 医療扶助費及び介護扶助費

令和６年度上半期の実績に２を乗じて算出。

２ 各想定ケースにおける生活保護費の支給額【長久手市（３級地１）】

⑴ 高齢者２人世帯（７５歳以上男性、７０～７４歳女性）

（注）１１～３月は冬季加算 3,730 円をⅡ類に加算

住宅扶助は２人世帯上限額を認定

⑵ 障害者単身世帯（２０～４０歳）

（注）１１～３月は冬季加算 2,630 円をⅡ類に加算

障害者加算は障害の程度に応じ 23,060 円の場合もあります

住宅扶助は単身世帯上限額を認定

生活扶助 106,170 円

小計 106,170 円

住宅扶助 43,000 円

合 計 149,170 円

生活扶助 70,080 円

障害者加算 15,380 円

小計 85,460 円

住宅扶助 36,000 円

合 計 121,460 円
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⑶ 母子三人世帯（２０～４０歳母、中学生、小学生）

（注）１１～３月は冬季加算 4,240 円をⅡ類に加算

住宅扶助は３人世帯上限額を認定

生活扶助 141,880 円

母子加算 20,200 円

児童養育加算 20,380 円

小計 182,460 円

住宅扶助 46,600 円

合 計 229,060 円


